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1　一般会計の決算と収支状況（本編 Ｐ２８～３４）

予算総額は8,923億円で、前年度の7,994億円に比べて929億円、11.62％の増と

なった。

歳入決算額は8,304億円（対前年度比＋14.95％）、歳出決算額は8,110億円

（同＋13.05％）とそれぞれ増加した。

歳入決算額から歳出決算額と翌年度へ繰越すべき財源を差し引くと、実質収支

は160億円、単年度収支は156億円の黒字となった。
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２　一般会計の款別歳入歳出決算の状況（本編 Ｐ３８～７１）
（１）歳入の状況
　　ア　対前年度比較

（単位：百万円、％）

２年度 元年度 増減額 増減率
231,106 233,066 △ 1,960 △ 0.8
81,672 66,975 14,697 21.9
30,098 32,888 △ 2,790 △ 8.5
1,216 2,061 △ 845 △ 41.0

162,540 160,880 1,660 1.0
379 365 14 3.8

4,746 5,069 △ 323 △ 6.4
9,279 10,038 △ 759 △ 7.6

169,985 85,496 84,489 98.8
2,434 1,539 895 58.2

217 182 35 19.2
6,653 13,909 △ 7,256 △ 52.2

12,740 13,995 △ 1,255 △ 9.0
112,293 90,401 21,892 24.2

5,019 5,507 △ 488 △ 8.9
830,376 722,372 108,004 15.0

決　　算　　額 対　前　年　度
款　　　　　別

財 産 収 入
寄 附 金

県 税
地 方 消 費 税 清 算 金
地 方 譲 与 税
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

使 用 料 及 び 手 数 料
分 担 金 及 び 負 担 金
交通安全対策特別交付金

国 庫 支 出 金

繰 入 金
諸 収 入

（注）端数処理の関係上，決算額と増減額の各項目の合計と合計欄が一致しない場合がある。

県 債
繰 越 金

合　　　　　計

歳入を款別にみると、国庫支出金で844億89百万円（対前年度比＋98.8％）、

県債で218億92百万円（同＋24.2％）、地方消費税清算金146億97百万円（同＋

21.9％）等が増加し、繰入金で72億56百万円（同△52.2％）、地方譲与税で27億

90百万円（同△8.5％）、県税で19億60百万円（同△0.8％）等が減少したが、歳

入全体では前年度に比べて1,080億4百万円増の8,303億76百万円（同＋15.0％）

となった。

歳入を財源構成比で見ると、自主財源である地方消費税清算金の増加はあった

ものの、依存財源である国庫支出金や県債の増加が大きかったため、自主財源比

率が前年度に比べ5.9ポイント減の42.6％となった。
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諸収入 1.5%

繰入金 0.8%
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繰越金 0.6%
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　　イ　不納欠損額及び収入未済額

２年度 元年度 差引増減 ２年度 元年度 差引増減

県 税 173 173 0 3,199 2,255 944

地 方 消 費 税 清 算 金 0 0 0 0 0 0

地 方 譲 与 税 0 0 0 0 0 0

地 方 特 例 交 付 金 0 0 0 0 0 0

地 方 交 付 税 0 0 0 0 0 0

交通安全対策特別交付金 0 0 0 0 0 0

分 担 金 及 び 負 担 金 0 0 0 0 0 0

使 用 料 及 び 手 数 料 2 7 △ 5 49 51 △ 2

国 庫 支 出 金 0 0 0 0 0 0

財 産 収 入 0 0 0 0 0 0

寄 附 金 0 0 0 0 0 0

諸 収 入 20 30 △ 10 239 294 △ 55

県 債 0 0 0 0 0 0

繰 越 金 0 0 0 0 0 0

合　　　　計 194 209 △ 15 3,488 2,600 888

（注）端数処理の関係上，各項目の合計と合計欄が一致しない場合がある。

（単位：百万円）

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
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（２）歳出の状況
　　ア　対前年度比較

（単位：百万円、％）

２年度 元年度 増減額 増減率
1,474 1,532 △ 58 △ 3.8

43,948 44,183 △ 235 △ 0.5
129,607 111,961 17,646 15.8
57,857 13,665 44,192 323.4
1,312 1,325 △ 13 △ 1.0

37,953 36,915 1,038 2.8
24,616 14,729 9,887 67.1
80,989 72,247 8,742 12.1
50,051 52,912 △ 2,861 △ 5.4

147,831 145,549 2,282 1.6
10,858 19,259 △ 8,401 △ 43.6

102,420 101,118 1,302 1.3
122,061 101,958 20,103 19.7

－ － － －
810,978 717,354 93,624 13.1

土 木 費
警 察 費
教 育 費

労 働 費
農 林 水 産 業 費
商 工 費

歳出を款別にみると、衛生費で441億92百万円（対前年度比＋323.4％）、商工

費で98億87百万円（同＋67.1％）、民生費で176億46百万円（同＋15.8％）等が

増加し、災害復旧費で84億1百万円（同△43.6％）等が減少したが、歳出全体で

は前年度に比べ936億24百万円増の8,109億78百万円（同＋13.1％）となった。

予 備 費
合　　　　　計

災 害 復 旧 費
公 債 費
諸 支 出 金

（注）端数処理の関係上，決算額と増減額の各項目の合計と合計欄が一致しない場合がある。
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　　イ　繰越額及び不用額

２年度 元年度 差引増減 ２年度 元年度 差引増減

議 会 費 0 0 0 43 17 26

総 務 費 1,219 1,027 192 1,590 1,336 254

民 生 費 702 309 393 1,720 2,158 △ 438

衛 生 費 2,483 756 1,727 18,075 917 17,158

労 働 費 0 0 0 240 77 163

農林水産業費 5,278 5,692 △ 414 912 566 346

商 工 費 2,132 4,778 △ 2,646 3,022 25,150 △ 22,128

土 木 費 34,545 25,175 9,370 1,197 1,402 △ 205

警 察 費 24 121 △ 97 310 407 △ 97

教 育 費 2,728 1,066 1,662 1,676 768 908

災 害 復 旧 費 2,648 8,296 △ 5,648 324 600 △ 276

公 債 費 0 0 0 50 61 △ 11

諸 支 出 金 0 0 0 219 1,318 △ 1,099

予 備 費 － － － 197 94 103

合　　　計 51,760 47,221 4,539 29,574 34,870 △ 5,296

（注）端数処理の関係上，各項目の合計と合計欄が一致しない場合がある。

（単位：百万円）

繰　　　　越　　　　額 不　　　　用　　　　額
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14ある特別会計においては、予算総額は4,503億円で、前年度の4,461億円に比

べて42億円、0.94％の増となった。

歳入決算額は4,641億円（対前年度比＋1.61％）、歳出決算額は4,455億円（同

＋1.20％）とそれぞれ増加した。

歳入決算額から歳出決算額と翌年度へ繰越すべき財源を差し引くと、実質収支

は186.1億円、単年度収支は21.4億円の黒字となった。

３　特別会計の決算と収支状況（本編 Ｐ２８～３４）
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調　定　額 収入済額 不納欠損額

98,526,000 205,596,495 182,348,240 0

174,633,236,000 181,135,821,786 181,135,821,786 0

1,105,927,000 1,112,551,264 1,112,551,264 0

37,630,128,000 37,652,925,208 37,652,925,208 0

737,744,000 861,189,988 861,189,988 0

8,284,000 359,673,842 359,407,202 0

767,531,000 3,077,474,007 2,620,645,281 0

867,632,000 3,010,118,765 3,010,118,765 0

1,040,692,000 1,569,127,983 1,569,127,983 0

265,447,000 270,861,198 270,861,198 0

4,522,625,000 6,620,290,241 6,620,216,191 74,050

5,455,017,000 5,519,977,251 5,519,977,251 0

190,136,000 188,313,702 188,313,702 0

223,024,013,000 222,983,675,440 222,983,675,440 0

450,346,938,000 464,567,597,170 464,087,179,499 74,050

４　特別会計の会計種別歳入歳出決算の状況（本編 Ｐ７６～７７）

予　算　額会　計　種　別

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付 金

県 営 食 肉 地 方
卸 売 市 場

造 林 事 業 等

林 業 改 善
資 金 貸 付 金

沿 岸 漁 業 改 善
資 金 貸 付 金

国民健康保険事業

収 入 証 紙 等

用 品 調 達

公 債 管 理

合　　　　　計

中 小 企 業 支 援
資 金 貸 付 金

内 陸 工 業 団 地
及 び 流 通 業 務
団 地 造 成 事 業

公 共 用 地 等
取 得 事 業

後 楽 園

港 湾 整 備 事 業
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（単位：円）

収入未済額 支出済額 翌年度繰越額 不　用　額

23,248,255 62,600,768 0 35,925,232 119,747,472

0 170,291,394,749 0 4,341,841,251 10,844,427,037

0 1,098,433,632 0 7,493,368 14,117,632

0 37,619,986,908 0 10,141,092 32,938,300

0 664,655,463 0 73,088,537 196,534,525

266,640 107,558 0 8,176,442 359,299,644

456,828,726 731,798,787 0 35,732,213 1,888,846,494

0 856,017,886 0 11,614,114 2,154,100,879

0 964,563,460 19,692,000 56,436,540 604,564,523

0 261,738,265 0 3,708,735 9,122,933

0 4,402,927,902 107,500,000 12,197,098 2,217,288,289

0 5,346,362,986 0 108,654,014 173,614,265

0 174,398,084 0 15,737,916 13,915,618

0 222,983,675,440 0 40,337,560 0

480,343,621 445,458,661,888 127,192,000 4,761,084,112 18,628,517,611

収支差額

歳　　　　　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　　　　　出
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５　県税収入の状況（本編 Ｐ３８～４３）

（単位:百万円、％）

個 人 県 民 税 52,277 50,730 97.0 630 1.3
法 人 県 民 税 6,396 6,289 98.3 △ 3,063 △ 32.8
利 子 割 県 民 税 462 462 100.0 37 8.7
配 当 割 県 民 税 1,980 1,980 100.0 △ 188 △ 8.7
株式等譲渡所得割県民税 2,174 2,174 100.0 999 85.0

小　　　　　計 63,289 61,636 97.4 △ 1,584 △ 2.5
個 人 事 業 税 2,146 2,046 95.3 134 7.0
法 人 事 業 税 46,627 45,700 98.0 △ 6,519 △ 12.5

小　　　　　計 48,774 47,746 97.9 △ 6,385 △ 11.8
地 方 消 費 税 67,752 67,752 100.0 7,775 13.0
自 動 車 税 27,085 26,957 99.5 612 2.3
軽 油 引 取 税 19,355 19,051 98.4 △ 887 △ 4.5
そ の 他 8,222 7,964 96.9 △ 1,492 △ 15.8

小　　　　　計 122,415 121,724 99.4 6,008 5.2
234,478 231,106 98.6 △ 1,960 △ 0.8
53,023 51,989 98.0 △ 9,582 △ 15.6

（注）端数処理の関係上，各項目の合計と合計欄が一致しない場合がある。

合　　　　　計

県税収入は、地方消費税が税率引上げの影響により77億75百万円（対前年度比

+13.0％）の増となったものの、新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済活動の停

滞や企業収益の悪化により、法人二税が95億82百万円（同△15.6％）減、軽油引

取税が8億87百万円（同△4.5％）減となったこと等から、県税収入全体では前年

度に比べ19億60百万円（同△0.8％）減の2,311億6百万円となった。

令和２年度　県税収入（決算対比）

　　　　　　　　　区分
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税
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税

そ
の
他

2,222
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2,026
1,9141,923

（

686 705 746 778 772 732 766 
644 632 616 

298 290 
333 362 417 483 486 

505 541 477 

930 934 
900 

980 
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1,195 1,157 1,217 

1,914 1,929 1,979 

2,120 
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６　地方交付税の状況（本編 Ｐ３８～４３）

（注）平成23年度以降の特別交付税には，次の額の「震災復興特別交付税」を含む。
　　　　・平成23年度　　 25百万円 　　　・平成24年度　　191百万円
　　　　・平成25年度　　212百万円 　　　・平成26年度　　184百万円
　　　　・平成27年度　　184百万円 　　　・平成28年度　　 24百万円
　　　　・平成29年度　　 24百万円 　　　・平成30年度　　 16百万円
　　　　・令和元年度　 　16百万円 　　　・令和２年度　　 18百万円

７　県債残高の状況（本編 Ｐ９８～９９）

　令和２年度の地方交付税は、前年度に比べ、16億円（＋1.0％）増の1,625億円
となった。

　令和２年度末の県債残高は、前年度に比べ、156億円（＋1.1％）増の1兆3,989
億円となった。

44 32 31 31 31 28 29 82 41 29 

1,670 1,663 1,661 1,658 1,639 1,663 1,572 1,548 1,568 1,596 

1,714 1,695 1,692 1,689 1,670 1,691 
1,601 1,630 1,609 1,625 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

地方交付税の推移
普通交付税

特別交付税（億円）

717 677 635 596 570 547 514 586 515 505 

9,796 9,546 9,228 8,888 8,632 8,366 8,059 7,883 7,909 8,177 

3,563 4,064 4,583 4,955 5,205 5,334 
5,416 5,452 5,409 5,307 

14,076 14,287 14,446 14,439 14,407 14,247 13,989 13,921 13,833 13,989 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

一般会計（臨財債）

一般会計（その他）

特別会計

（億円） 県債残高の推移
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８　財産に関する調（本編 Ｐ１０９～１１６）

（１）有価証券等の保管状況

　　ア　株券

ＲＳＫホールディングス株式会社株券     外19件

357,599株     2,126,900,000円（対前年度増減なし）

　　イ　出資による権利

公益財団法人都道府県会館出捐金　　　　外82団体

135,402百万円（対前年度　172百万円の増）

①主な出資先

公立大学法人岡山県立大学出資金 12,092百万円

地方独立行政法人岡山県精神科医療センター出資金 8,682百万円

岡山県広域水道企業団出資金 28,630百万円

岡山県信用保証協会出捐金 5,985百万円

公益財団法人岡山県林業振興基金出捐金 1,650百万円

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構出資金 69,096百万円

公益財団法人岡山県暴力追放運動推進センター出捐金 1,226百万円

②本年度中増減した出資金

岡山県広域水道企業団出資金 172百万円の増

（２）物　品

（単位：件、円）

件数 金 額 件数

655 3,479,134,089 11 58,907,275 666

1,469 11,393,793,537 △ 42 △ 225,612,140 1,427

988 4,478,413,966 △ 11 27,188,037 977

154 688,295,096 2 87,444,369 156

129 506,758,815 4 306,893,192 133

24 168,279,819 0 0 24

94 590,764,849 △ 4 △ 16,882,100 90

715 10,073,050,800 6 30,000,000 721

3 6,698,000 0 1,003,000 3

4,231 31,385,188,971 △ 34 268,941,633 4,197

標本美術品 10,103,050,800

動 物 7,701,000

合　　　計 31,654,130,604

庁 用 器 具 813,652,007

布 具 168,279,819

教養体育具 573,882,749

車 両 4,505,602,003

船 舶 775,739,465

産 業 機 械 3,538,041,364

一 般 機 械 11,168,181,397

件数 金 額 金 額
区　　　分

前 年 度 末 現 在 高 決算年度中増減高 決 算 年 度 末 現 在 高
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（３）債　　　権

（単位：千円）

増 加 減 少

貸付金 36,577,438 1,412,215 1,927,521 △ 515,307 36,062,131

合　計 36,577,438 1,412,215 1,927,521 △ 515,307 36,062,131

（４）基　　　金

（単位：千円）

9,387,833 △ 1,167,251 8,220,582

12,000 0 12,000

0 0 0

43,413,918 4,991,588 48,405,506

16,261 39,902 56,163

0 0 0

99,198,192 △ 13,297,363 85,900,829

152,028,204 △ 9,433,124 142,595,080

９　定額基金運用状況報告（本編 Ｐ１２０～１２３）

（単位：円）

12,889,738,992 △ 975,625,136 11,914,113,856

12,889,738,992 △ 975,625,136 11,914,113,856

岡 山 県 土 地 開 発 基 金

合　　　　　　　計

決算年度当初
基金総額

決算年度中
増　減　額

決算年度末
基金総額

うち一般会計への貸付

現　　　　　　　　金

合　　　　　　　　計

基　金　の　名　称

不動産
土　地　・　山　林

立　　　　　　　木

動　　　　　　　　産

有　　価　　証　　券

債　　　　　　　　権

区　分
前年度末
現 在 高

決 算 年 度 中 増 減 高 決算年度末
現　在　高差 引

区　　　　　　　　分
前年度末
現 在 高

決算年度中
増　減　高

決算年度末
現　在　高
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＜参考資料＞

１　健全化判断比率等

＜健全化判断比率＞

＜資金不足比率＞

地方公共団体の財政の健全度は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率、将来負担比率の４つの指標により、また、公営企業は、資金不足比率に

より判断される。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律により、平成19年度決算から、公表

が義務付けられている。

実質公債費比率及び将来負担比率は、国の示す基準を下回っており、また、実

質赤字比率などの３つの指標については、該当がない。

実質赤字比率
連結実質赤字比率
実質公債費比率
将来負担比率

財政再生基準
5%

― ― ― 8.75% 15%

項　　　　目 2年度

35%

元年度 30年度 早期健全化基準

192.9%

―

11.3% 11.5%
198.5% 200.3% 400%

― ― 3.75%

11.2% 25%

２　主な財政指標の推移

（１）財政力指数

項　　　　目 2年度 元年度 30年度 経営健全化基準

― ― ― 20%

地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財政需要額で除して
得た過去３年間の平均値で、財政力を示す指標として用いられる。指標は１に近
く､あるいは１を超えるほど財源に余裕があるとされる。

資金不足比率

0.47999 
0.47077 

0.47525 
0.48433 

0.50096 
0.51755 

0.52709 0.52817 
0.53017 

0.53481 

0.38000

0.43000

0.48000

0.53000

0.58000

23 24 25 26 27 28 29 30 元 2

財政力指数（３か年平均）
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（２）実質公債費比率

（３）経常収支比率

平成18年度から新たに用いられるようになった起債管理の指標で、標準財政規

模に対する実質的な公債費負担（他会計における起債の償還に要する繰出金等､

公債費に準ずるものを含む）の比率である。この比率が18％以上の団体は、地方

債の発行に当たり、国の許可を要する。

人件費、扶助費、公債費などの義務的性格の経常経費に、地方税、地方交付

税、地方譲与税など経常的な収入である一般財源がどの程度充当されているかを

みるもので、財政構造の弾力性を表す指標である。

　比率が低い程弾力性が大きいことを示す。
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94.6 

93.0 93.0 
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94.3 
94.2 

93.0 
93.2 
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経常収支比率
全国平均

岡山県（％）
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全国平均
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３　性質別歳出決算額の推移（普通会計）

27

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額

人　件　費 212,217 30.4 212,750 31.0 217,662 30.9 220,420 31.9 219,644

扶　助　費 12,065 1.7 11,110 1.6 11,100 1.6 11,483 1.7 11,961

公　債　費 101,453 14.6 100,231 14.6 100,426 14.2 100,663 14.6 102,184

325,735 46.7 324,091 47.2 329,188 46.7 332,566 48.2 333,789

普通建設事業費 83,674 12.0 86,582 12.6 92,264 13.1 83,273 12.1 75,793

災害復旧事業費 5,674 0.8 4,242 0.6 2,492 0.4 2,141 0.3 371

89,348 12.8 90,824 13.2 94,756 13.5 85,414 12.4 76,164

物 件 費 26,111 3.7 24,259 3.5 23,778 3.4 24,857 3.6 26,636

維持補修費 8,585 1.2 8,900 1.3 9,042 1.3 9,999 1.4 9,164

補 助 費 等 152,821 21.9 151,798 22.1 149,449 21.2 154,568 22.4 177,449

積 立 金 21,504 3.1 14,363 2.1 26,704 3.8 16,687 2.4 17,784

投 資 及 び
出 資 金

4,350 0.6 2,662 0.4 2,669 0.4 316 0.0 314

貸 付 金 65,952 9.5 64,418 9.4 62,841 8.9 61,725 8.9 76,599

繰 出 金 3,363 0.5 5,178 0.8 5,760 0.8 4,547 0.7 5,319

282,686 40.5 271,578 39.6 280,243 39.8 272,699 39.4 313,265

697,769 100.0 686,493 100.0 704,187 100.0 690,679 100.0 723,218合　　　　計

小　　　　計

投
資
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

小　　　　計

小　　　　計

義
務
的
経
費

23 24 25 26
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（単位：百万円、％）

構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

30.4 221,609 32.7 189,291 28.3 189,692 27.9 189,553 27.1 190,702 24.5

1.7 12,274 1.8 12,529 1.9 11,711 1.7 11,627 1.7 11,870 1.5

14.1 102,520 15.1 106,794 16.0 102,775 15.1 101,117 14.5 102,441 13.2

46.2 336,403 49.6 308,614 46.2 304,178 44.7 302,297 43.3 305,013 39.2

10.5 73,261 10.8 72,262 10.8 73,735 10.9 100,688 14.4 116,773 15.0

0.0 369 0.1 860 0.1 14,969 2.2 23,651 3.4 11,821 1.5

10.5 73,630 10.9 73,122 10.9 88,704 13.1 124,339 17.8 128,594 16.5

3.7 26,088 3.9 26,081 3.9 29,074 4.3 27,747 4.0 30,279 3.9

1.3 10,202 1.5 9,890 1.5 12,467 1.8 10,207 1.5 11,259 1.4

24.5 177,261 26.2 191,394 28.6 179,062 26.4 177,665 25.4 247,414 31.8

2.5 7,611 1.1 13,663 2.0 5,649 0.8 4,886 0.7 8,048 1.0

0.0 306 0.0 272 0.0 228 0.0 830 0.1 172 0.0

10.6 43,562 6.4 41,562 6.2 47,586 7.0 38,569 5.5 36,766 4.7

0.7 2,607 0.4 4,432 0.7 12,518 1.9 11,809 1.7 11,281 1.5

43.3 267,637 39.5 287,294 42.9 286,584 42.2 271,713 38.9 345,219 44.3

100.0 677,670 100.0 669,030 100.0 679,466 100.0 698,349 100.0 778,826 100.0

228 29 30 元
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